        社会科単元指導案                          　　　　指導者  川瀬健一
１．分野・単元    国際社会と日本
２．単元目標      （１）国際連合の世界平和維持システムのはたらきを学ぶ。
　　　　　　　　　（２）先進国と発展途上国との間で、どんな対立があるかを学ぶ。　

　　　　　　　　　（３）世界を平和で豊かにするには日本は何をすべきかを考える。
３．単元の指導観  
　20世紀の前半、アメリカ合衆国は「世界を平和で豊かにする」と宣言して、平和を脅かす勢力として、ドイツ・イタリア・日本を名指しし、これと戦った。世界の多くの国々は、このアメリカの掲げた目標に同意し、ともに戦ってこれらをやぶり、1945年、アメリカのもとの平和が訪れるはずだった。
　その後の半世紀、たしかに世界の国々は以前より豊かになり、世界中に物があふれ、人々の暮らしは良くなった。しかし豊かになったのは、ほんの一部の国であり、いまだに世界の三分の一は飢えに苦しみ続けている（南北問題）。そして戦争も、たしかに世界大戦はなくなったが、各地での地域紛争は続き、21世紀に入った今日も、新たな戦争が起きようとしている。
　しかし、21世紀の今日は、これらの問題だけではなく、世界的な貿易をめぐる紛争や、世界的な環境破壊、そして長期にわたる先進工業国の不況など、問題は山積みである。
　だが、20世紀の数次にわたる戦争とその後の苦闘は、世界に何も残さなかったわけではない。とりわけ国境を越えてさまざまな問題について、世界の国々が協力しあっていかねば、問題は解決しないという考えは、国際連合とその下のさまざまな組織での取り組みを通じて、世界中に広がりつつある。
　日本は、長い不況にあるとはいえ、いまだにその経済力は世界のトップクラスであり、この国の動きは、世界の国々に大きな影響を与える。
　本単元では、この国際連合の下における世界的な機関の成り立ちや役割、そしてその中での論議の様子などを学ぶことを通じて、日本が今、世界を平和で豊かなものにするためには何をしたらよいのかを考えていきたい。

４．指導計画

	時
	課題
	生徒の活動

	１
	国際連合の成立
	１　19世紀末から20世紀初頭の世界の動きを復習する。

２　歴史的経過をふまえ、国際連盟・国際連合が作られた理由・目的を考える。

	２
	平和維持のしくみ
	１　国際連合の目的を復習する。

２　安全保障理事会を中心とした平和維持のしくみの概要をつかむ。

３　なぜ国連が大国の合意による武力行使の仕組みを持っているのかを考える。

	３
	豊かさを保障するしくみ
	１　国連の平和維持のしくみと目的を復習する。

２　国連の下の社会経済関係のしくみを学ぶ。

３　国連が社会経済関係のしくみを持った理由・目的を考える。

	　　　４


	先進国と発展（開発）途上国との対立
	１　国連の下の豊かさを保障するしくみの特色と目的を復習する。

２　豊かさを保障するしくみの中で先進国と発展（開発）途上国との間に資源・技術の分配をめぐって対立があることを、環境サミットにおけるアメリカ・中国との対立を通じて学ぶ。

３　自分自身がどちらの意見を支持するかを考える。

	５


	討論「アメリカ・中国のどちらを支持する？」
	１　先進国と発展（開発）途上国が何をめぐってどう対立していたかを復習する。

２　「先進国支持派」「発展（開発）途上国派」に分かれて討論し、それぞれの主張の根拠と問題点をつかみ、自分自身の考えを練る。

	６
	まとめ
	まとめレポートにとりくみ

1 国連組織のしくみと目的

2 先進国と発展（開発）途上国の対立

の概要を整理し

　③世界を豊かで平和にするには日本は何をしたらよいか、自分の考えをまとめる。


５．評価規準

	関心・意欲・態度
	社会的な思考・判断
	資料活用の技能・表現
	知識・理解

	
	
	
	


社会科学習指導案                    　　           　　　　   　　　　指導者  川瀬健一

国際社会と日本（１）

「国際連合の成立」
１．本時の目標　　①19世紀末から20世紀初頭の世界の動きを確認。

　　　　　　　　　②世界の動きをふまえ、国際連盟・国際連合が出来た理由・目的を考える。

２．本時の指導観　　

　　19世紀・20世紀の初頭は、世界的に植民地争奪戦争の連続であった。この中で、戦争を抑止するには国家を超える力が必要で、その力によって戦争を抑止しようとする構想が生まれるのは必然であった。すなわち、国際連盟・国際連合という組織の成立であり、それを思想的に準備した「世界政府」という考え方であった。だがこの国家を超える組織が機能するには多くの困難を越えねばならなかったし、その過程は今日でも続いている。1920年に成立した国際連盟が破綻したのは、諸大国の協調が欠けたことと、唯一の超大国としてのアメリカが主導する意思をもたず、その上決定が全会一致の原則を持ってしたために、大国間の争いを抑止できなかったことに原因がある。第二次世界大戦を通じて、世界を指導する意思に目覚めたアメリカは、その強力な軍事力と経済力とを背景に、大国に自由貿易・国際協調の路線と植民地の放棄とをおしつけ、国際連合を作り上げた。そして国連は冷戦という枠組みの中ではあるが、大国間の争いを抑止するとともに、新たな経済・文化援助をつかって国際情勢の安定につとめてきた。

　　その指導的立場にあるアメリカが自国の利益のみを重視して動いている今日、国際連合の成立の過程を振り返り、その初期の目的を確認することは、重要であろう。本時はその過程を振り返り、その設立の目的をつかむことで、今日の世界を考えるきっかけとしたい。

３．指導過程

	学習過程
	生徒の活動
	教師の指導・支援

	復習（19・20世紀の世界）

戦争


国際組織の成立の意味


まとめ
	ノートの復習問題をつうじて、19・20世紀の世界の状況を確認する。

19・20世紀初期の戦争の目的について考える

各自の考えをノートに書く

各自の意見を発表する

国際連盟・国際連合と二度にわたって国際組織が作られたとこをつかむ

各自の考えをノートに書く

各自の意見を発表する

まとめ問題で学習の内容を確認する
	復習問題を提示

※原料供給と市場としての植民地争奪戦争であったことを思い出させる。

※教科書ｐ202国連憲章で国連の目的を確認する




４．本時の評価

	関心・意欲・態度
	

	思考・判断
	

	資料活用
	


社会科学習指導案                    　　           　　　　   指導者  川瀬健一

国際社会と日本（２）

「平和維持のしくみ」
１．本時の目標　①国際連盟と連合との平和維持のしくみの違いをつかみ、安全保障理事会を中心とした脅威の認定・軍事的制裁のしくみの概要をつかむ。

　　　　　　　②なぜ国連が大国の合意による武力行使の仕組みを持っているのかを考える。

２．本時の指導観　

　　　国際連盟と国際連合の平和維持の仕組みを比較すると、共通点は、国際紛争は交渉や調停や国際裁判などの平和的手段に訴えて解決をはかることを明記し、平和に対する脅威が存在すると理事会（連合では安全保障理事会）が認定した時には制裁措置をとれるとしていることである。この意味でどちらの組織も、国家主権を平和の維持の名のもとに制限している。だが大きな違いは、この制裁措置にある。国際連盟は経済的封鎖処置と外交関係の途絶することを定めてあるが、軍事的手段に訴えることは規定していない。これに反して、国際連合は、明確に軍事力の利用を規定している。なにゆえ国際連合はこの軍事力の使用を規定したのか。これは国際連盟の破綻の歴史を見れば明白であろう。ドイツ・イタリア・日本は国際連盟の勧告を無視して侵略行為を進めた。そして侵略行為を抑止すべき力を連盟はもっていなかったからである。

　　　本時は連盟と連合の平和維持のしくみを比較し、その共通点と違いとをつかみ、この違いの理由を考えることを通じて国連の存在意義をつかませたい。

３．指導過程

	学習過程
	生徒の活動
	教師の指導・支援

	復習（国連の目的）

国連の平和維持機能



まとめ
	戦争の目的と国連が出来た目的を確認する。

国際連合と国際連盟の平和維持のしくみを資料をもとにつかむ

自分の考えをノートに書く

各自の意見を発表する

自分の考えをノートに書く

各自の意見を発表する

まとめ問題で今日の学習の内容をつかむ
	ノートの復習問題を提示

教科書ｐ163図とｐ203・４憲章と資料１「国際連盟の平和維持のしくみ」を提示

※連盟の歴史を想起させる


４本時の評価

	関心・意欲・態度
	

	思考・判断
	

	資料活用
	


社会科学習指導案                    　　           　　　　   　　　指導者  川瀬健一

国際社会と日本（３）

「豊かさの保障」
１．本時の目標　①国連の下に、どのような経済・社会に関する機関があるのかをつかむ。

　　　　　　　　②国連の下に、多くの経済・社会関係の機関が設けられた目的をかんがえ、この背景にある南北問題や環境問題の深刻さを理解する。

２．本時の指導観　　

　　　国際連合の特色の一つは、総会や経済社会理事会の決議に基づいて、多くの経済社会問題に関する独立機関や専門機関が設けられたことにある。労働問題をあつかう国際労働機関が1919年の設立であることに見られるように、国際連盟では労働者の貧困の克服が大きな問題であった。すなわち資本主義による搾取の問題。したがって資本主義のあり方をめぐって第二次世界大戦が行なわれたもの理由があるわけである。しかし国際連合の下の専門機関や独立機関の設立目的や役割を通観してみると、その多くが、「発展途上国の開発」の問題に関わっていることに気が付く。つまり第二次世界大戦後の問題が南北問題にあり、これの克服が資本主義の発展にとって不可欠であったことを示している。そして最近では環境関係が増えているがそこでも焦点は南北問題である。

　　　本時は国連の独立機関や専門機関の目的を学ぶことを通じて、その多くのものの目的が発展途上国の開発に関わっていることをつかませ、これらの機関が設立された背景には、深刻な南北問題があることに気付かせ、これらの機関が増えていることに、現在の問題が集約されていることに気付かせたい。

３．指導過程

	学習過程
	生徒の活動
	教師の指導・支援

	前時の復習

国連の機関・専門機関


南北問題

まとめ
	ノートにより、国連の平和維持のしくみとその特色を確認。

資料を読み①国連の特色の一つが多くの専門機関があることｔ②その多くが「発展途上国の開発」に関わっていることをつかむ。

自分の考えをノートに書く。

各自の意見を発表する

資料を読み、南北問題の概略をつかむ

まとめ問題で本時の学習内容をつかむ
	ノートの復習問題を提示

教科書ｐ163図資料２を提示

· 南北問題の存在に注目させる

· 教科書ｐ170・171を提示




４本時の評価

	関心・意欲・態度
	

	思考・判断
	

	資料活用
	


  社会科学習指導案                    　　           　　　　   指導者  川瀬健一

国際社会と日本（４）

「南北の対立」
　１．本時の目標　①　温暖化を阻止するための環境サミットにおいて、先進国と発展途上国とが対立し、対策が進まない現状をつかむ。

　　　　　　　　　②　双方の主張の背景をつかみ、自分はどちらの意見に賛成かを考える。

２．本時の指導観　　

　　　1992年のリオデジャネイロにおける環境サミットで地球の環境を破壊しない範囲での開発が宣言されたにもかかわらず、10年後の今日でも問題は解決せず、むしろ悪化している。原因は対策の進め方をめぐって先進国と発展途上国とが対立しているため。発展途上国は、「大量に温室効果ガスを排出してきた先進国がまず率先して削減しろ」と主張し、「発展途上国が環境を破壊しないで開発を進める技術と資金援助の増額、そして借金の帳消し」とを求め、先進国、とりわけアメリカは、「発展途上国も平等な削減の義務を負う、資金援助の増額はできない、借金の帳消しもできない」と反論し、具体的な対策が進まないからだ。その上アメリカは、産業の発展を制限する取り組みには参加しないと、温室ガス削減目標を定めた京都議定書からも離脱してしまった。南北問題の解決なくして環境問題も解決しなくなったのだ。

　　　本時はこの対立の状況と背景を資料で確認し、この対立した意見のどちらを支持するのかを考えて、次の時間の模擬討論に備えさせたい。

　３．指導過程

	学習過程
	生徒の活動
	教師の指導・支援

	復習「豊かさの保障」

環境サミットでの対立


まとめ
	国際連合では、南北問題の解決が大きな問題になっていることを確認。

資料を読み、環境に害を与えないかぎりで開発することが決まったことをつかむ。

資料を読み温暖化が深刻になっていること・京都議定書で温室効果ガス削減が決まったことをつかむ

今日でも対策は進まず、その原因は先進国と発展途上国との対立にあることをつかむ

自分の知識をもとにノートに自分の考えを書く

各自の意見を発表する

みんなの意見を聞き、再度自分の考えをまとめる
	ノート復習問題を提示

教科書ｐ179リオ宣言を提示

資料３「温暖化の危機」を提示

資料４：環境サミットでの対立

※


４本時の評価

	関心・意欲・態度
	

	思考・判断
	

	資料活用
	


社会科学習指導案                    　　           　　　　   　　　　指導者  川瀬健一

経済のしくみと私たちの暮らし（５）

「企業の性格と目的－資本主義経済の特色①」
１．本時の目標　①　企業とは商品を生産・販売することで「利潤」をあげることを目的に活動をするものであり、利潤は、商品の一般的な価格と生産・流通に要した経費の差で決まることをつかむ。

②　企業には私営企業と公営企業とがあり、資金を民間から集める私営企業の中心は「株式会社」であることをつかみ、株式会社の組織の特徴を理解する。

２．本時の指導観　　

　　　市場経済の最も発展した形態である資本主義経済は、利潤の追求を目的とする私企業の自由な競争によって成り立つ。したがって企業は、規模の拡大と、技術革新に多大な投資を行なうなどして、利潤を最大にするために最大限の努力をする。この活動が資本主義社会の活力の源であると同時に、これこそが、環境を破壊したり、富の偏在を生む原因でもある。だが、環境を破壊しないように生産活動を行なうことや、富の偏在を減らすことも、やりかたによっては、企業の利潤を増やすことにもつながり、資本主義の新たな活力の源ともなる。

　　　本時は、企業活動の目的である利潤を生み出す仕組みをつかみ、利潤を最大にする一つの方法としての企業の巨大化に道を開いた株式会社のしくみをつかませていきたい。

　３．指導過程

	学習過程
	生徒の活動
	教師の指導・支援

	復習：商品の価格

企業の利潤はどうきまる



　

株式会社

まとめ
	ノートの問題にそって商品の価格のきまりかたを確認

ノートに自分の考えを書く

各自の意見を発表する

ノートに自分の考えを書く

各自の意見を発表する

資料を読み、資本を小口の株式にわけて多額の資本を集めるしくみであることをつかむ

まとめの問題で今日の学習をつかむ
	ノートの復習問題を提示

企業には私企業と公企業があることを提示

※商品の価格＝必要経費＋利潤であることに注目させる

※必要経費を減らすか技術革新しかないことに気づかせる

教科書ｐ128を提示

※利潤をあげるために巨大企業をつくる方法が株式会社であることに注意




４本時の評価

	関心・意欲・態度
	

	思考・判断
	

	資料活用
	


社会科学習指導案                    　　           　　　　   　　　　指導者  川瀬健一
経済のしくみと私たちの暮らし（６）

「独占とその問題点－資本主義経済の特色②」
本時の目標　①　資本主義社会では、企業の競争の過程で、「独占企業体」という市場を占有した巨大企業が生まれることをつかむ。

②　独占企業体には、「カルテル」・「トラスト」・「コンツェルン」があり、どれにおいても市場を占有して市場価格を上回る「独占価格」を設け、多大な利益をめざすという問題点があることをつかむ。
２．本時の指導観

　　　利潤を目的とした私企業が市場で自由に競争する資本主義経済では、企業は必然的に巨大化する。なぜなら利潤を最大にするには、技術革新によって大量生産を可能にし、商品一個あたりの費用を減らす必要があるからである。そして株式会社方式で巨大化した企業は、しだいにその当該商品の市場を占有し、供給量を自在に操ることで、価格を操作しようと動く。独占企業体の誕生である。独占企業体の誕生は技術革新の成果でもあり、さらなる技術革新を進め、良質で安い製品を大量に供給し、社会全体を豊かにできるという進歩的側面をもつ。しかし市場を占有することで価格を自在にあやつることで富の偏在を拡大するという負の側面も持つ。

　　　本時は独占企業体が生まれる理由を市場経済の原理からつかむとともに、その正負の両側面をつかませたい。　　　
　３．指導過程
	学習過程
	生徒の活動
	教師の指導・支援

	復習：企業の目的と性格

企業の大規模化と市場の占有


独占の功罪

まとめ
	利潤を目的とする企業は巨大化することを確認する。

巨大企業は国家の規模をもち、日本でも巨大企業が市場を制覇していることをつかむ

自分の考えをノートに書く

各自の考えを発表する。

カルテルやトラストで市場占有を強めたり、コンツェルンで産業全体を支配する独占があることをつかむ

自分の考えをノートに書く

各自の考えを発表する

まとめ問題で今日の学習をつかむ
	ノートの復習問題を提示

資料集ｐ68・69を提示

教科書ｐ129・資料集72を提示

※さらなる技術革新以外に、市場原理を操作する方法があることに注目させる

· 技術革新⇒良い・安い品物⇒豊か

· 独占⇒高い品物⇒貧富の差

　に注目させる


４本時の評価
	関心・意欲・態度
	

	思考・判断
	

	資料活用
	


社会科学習指導案                    　　           　　　　  　　　　 指導者  川瀬健一

経済と私たちの暮らし（７）

「景気の変動－資本主義経済の特徴③」
１．本時の目標　　①　資本主義社会は企業の自由な競争を基本とするため「需要」を上回る「供給」力を持ってしましい、そのために必然的に恐慌を伴う景気の変動を生み出すことをつかむ。

②　好景気は供給不足なため物価の継続的な上昇（インフレ）を伴い、不景気は供給過剰なために物価の継続的な下降（デフレ）を伴うことをつかむ。

２．本時の指導観　　

　　資本主義経済の弊害の一つに、景気の変動が激しいことがある。なぜなら資本主義経済は企業の自由競争を基本とするために供給量が計画できず、このために予測の難しい需要量を上回る生産がなされてしまう。それゆえ生産設備が過剰となり、激しい恐慌を生み出してしまう。そして好景気と不景気は互いに循環して起こり、これは資本主義の本質的な性格と言える。したがってこの根本的な克服には、計画的な生産が必要であり、緩和策としては不況時に需要を創出することと、好況時に過剰生産を抑えることが必要である。

　　本時は、資本主義社会で起こる好景気と不景気の波の存在をつかみ、この原因を推理することを通じて、市場経済（資本主義経済）の特質をつかむとともに、市場経済の特質から、これを除去もしくは緩和する方法をも考えさせていきたい。

　３．指導過程

	学習過程
	生徒の活動
	教師の指導・支援

	復習：独占とその問題点

景気の変動



まとめ
	ノートの問いに答えていく中で独占とその問題点について確認する。

資料を読み、好況・不況・恐慌のそれぞれの状況とこの状況全体を景気の変動ということをつかむ。

自分の考えをノートに書く

各自の意見を発表する。

ノートに自分の意見を書く

各自の意見を発表する。

問題にとりくみ授業内容を確認する
	ノートの復習問題を提示する

教科書ｐ142を提示

· 需要と供給の関係に着目させる

※供給量と需要量の調整が必要なことに気が付かせる


４本時の評価

	関心・意欲・態度
	

	思考・判断
	

	資料活用
	


社会科学習指導案                    　　           　　　　  　　　　 指導者  川瀬健一

経済と私たちの暮らし（８）

「経済活動における政府の役割」
１．本時の目標　　①　政府はその活動の財源として税金をつかうことをつかむ。

②　資本主義の発展とともに政府の役割は肥大化し

(1)課税と財政・福祉活動で富の分配をはかり景気の変動を緩和する。

(2)貨幣の発行・公定歩合の調整で景気の変動を緩和する。

という大きな役割をになっていることをつかむ。

２．本時の指導観　　

　資本主義の初期の時代には、小さな政府が望まれ、市場経済に政府が介入することはまれであった。しかし現在では政府の役割は増大し、政府の庇護なくして市場経済は成り立たなくなっている。国家独占資本主義と呼ばれる所以である。すなわち政府は課税によって得た税金で、産業基盤を育てるとともに税金で福祉事業を行なうことを通じて、貧困層の生活を下支えして、経済活動を活発にしている。また、税金を投入する公共事業によって、需要を創出し、不景気からの脱出と好景気の加速を行なうとともに、公定歩合の変動によって流通する貨幣の量を調整することで、景気の緩和も行なっている。

　本時は、政府も課税によって経済活動の一環を担っていることを捉え、巨額の資金をもつ政府が、景気の変動にどのような役割を果たしているかを推測し、経済と政府の関係を捉えさせたい。

３．指導過程

	学習過程
	生徒の活動
	教師の指導・支援

	復習：景気の変動

政府の収入


まとめ
	ノートの問いに答えていく中で景気の変動の原因とその状態をつかむ。

資料を読み、政府が課税によって巨額の収入をもっていることをつかむ

ノートに自分の意見を書く

各自の意見を発表する。

ノートのまとめの問題でまとめる
	ノートの復習問題を提示する

教科書ｐ140・141を提示

· 税の中身にあまり深入りしない。

· 貨幣の発行権・利子の決定権も政府にあることを補足する。

※不景気・好景気の時に、何ができるかを考えさせる

※貧しい人・失業者に何ができるか？※作りすぎをどう防げるか？


４　本時の評価

	関心・意欲・態度
	

	思考・判断
	

	資料活用
	


社会科学習指導案                    　　           　　　　  　　　　 指導者  川瀬健一

経済と私たちの暮らし（９）

「世界貿易の問題としくみ」
１．本時の目標　　①　世界の国々は単独では存在できず、貿易を通じて緊密に結びつき、企業活動も世界を視野に活動しているが、様々な問題が起きていたことをつかむ。

②　国際的な商品の流通を媒介する手段として国際通貨が生まれ、それと各国通貨との交換比率（為替）を決めて取引されていることをつかむ。

③　世界経済の問題を解決させるために、国際連合の下に、国際通貨基金や国際復興開発銀行・世界貿易機関などの組織があることをつかむ。

２．本時の指導観　　

　第二次世界大戦後、世界経済は以前にもまして一体化した。今や各国で作られた工業製品や原材料や農畜産物などが世界中を駆け巡り、多くの国にとって海外貿易は国の経済の重要な部分を占めている。

だが世界貿易の発展によって貿易摩擦や通貨の変動などが起き、これを解決するために、世界的な貿易の基準や通貨のあり方を決めたり、開発の遅れた国に援助するための国際機関も設けられ、世界はますます一体化しつつある（国際通貨基金：為替相場や関税などの決定。世界貿易機関：国際貿易のありかたを決める機関。国際復興開発銀行：資金援助。）

　本時は、日本を例として私たちの生活が世界貿易なくして成り立たない現状をとらえ、世界貿易を成り立たせるためのさまざまな機構について学習させたい。

３．指導過程

	学習過程
	生徒の活動
	教師の指導・支援

	復習：経済活動における政府の役割権

日本経済

と貿易


世界貿易の枠組み

まとめ
	ノートの問いに答えていく中で政府が景気変動に対してできることをつかむ。

ノートに自分の意見を書く

各自の意見を発表する。

ノートに自分の意見を書く

各自の意見を発表する

さまざまな問題を考えることを通じて、国際基軸通貨としてのドル、その安定のための国際通貨基金や世界貿易機関などがあることをつかむ

まとめ問題で学習内容を確認
	ノートの復習問題を提示する

資料１「世界の中の日本経済」を提示

· 気づいた問題をどんどん出させる

円高・円安⇒国際基軸通貨

　　　　　　国際通貨基金

貿易摩擦⇒世界貿易機関

　　　　　




４本時の評価

	関心・意欲・態度
	

	思考・判断
	

	資料活用
	


社会科学習指導案                    　　           　　　　  　　　　 指導者  川瀬健一
経済と私たちの暮らし（10）
「世界経済の現状と課題－過剰生産と新しい市場－」
１．本時の目標　　①　世界は1971年以来深刻な過剰生産に悩み、主な工業国の工業は設備の一部しか稼動できず、遊んだ工場施設と膨大な失業者を生んでいることをつかみ、過剰生産を克服する方法を考え、新しい需要・市場の開拓が必要なことをつかむ。

②　新しい市場として(1)中国などのように高度成長を続ける国(2)工業製品を使えない貧しい暮らしをしている多くの国々(3)環境対応や高齢化対応、IT化対応などの新しい課題などの市場があることをつかむ。
２．本時の指導観　　
　世界と密接に結びついた日本経済を立て直す問題を考える時、世界経済全体が過剰生産に陥り、市場が飽和状態にあることが、世界的な不景気の根本にあることをつかむ必要がある。そしてこの不景気の克服には、新たな需要・市場の開拓が不可欠でもある。この視点から見るとき、今後も高度成長が見こめる中国や、今は貧しいが膨大な人口を抱える発展途上国の市場は無視できない。そして近年世界中で問題になっている環境破壊に対応することやIT化、そして先進国で問題になっている高齢化などの問題も対応の仕方によっては新しい需要・市場を生み出す可能性がある。

　本時は世界の主な国々が総じて不景気に陥っている原因を考え、この裏には過剰生産（需要以上の供給力）の問題があり、これを解決するには新たな需要・市場の開拓が必要なことをつかみ、どこにその可能性があるかに気付かせていきたい。
３．指導過程
	学習過程
	生徒の活動
	教師の指導・支援

	復習：日本と世界
世界経済の現状


まとめ
	ノートの問いに答えていく中で日本経済と世界経済との関係を確認する。
資料により、主な国々は長期の不景気になっていることをつかむ。

ノートに自分の意見を書く
各自の意見を発表する
ノートに自分の考えを書く

各自の意見を発表する

ノートのまとめの問題でまとめる
	ノートの復習問題を提示する
資料２「世界経済の現状」を提示
資料３「産業の稼働率の推移」を提示

※世界で起きている問題も取り組みかたでは新しい需要を生むことに着目させる




４本時の評価
	関心・意欲・態度
	

	思考・判断
	

	資料活用
	



社会科学習指導案                    　　           　　　　  　　　　 指導者  川瀬健一
日本国憲法と基本的人権（11）
「広がる人権」
１．本時の目標　　①新しい権利として「知る権利」「プライバシーの権利」「環境権」とがあることをしる。
　　　　　　　　②それぞれの権利の内容をつかみ、これらの権利が出来た理由・目的を考える。
２．本時の指導観　　
　権利は人々の暮らしを守るために社会的合意事項として作られてきた。したがってこれは、時代の変化とともにより深められたり、新しい権利が作られたりする。すでに学んだ社会権がそれである。

日本国憲法が定められて半世紀以上たった現在、日本でも多くの新しい権利が生まれている。公害や環境破壊が進む中で、生存権が犯される人が増え、これを守るために生まれた「環境権」。あらゆる物が商品化される中で個人情報までもが商品化されてさまざまな被害が生まれた。これを防ぐためにできた「プライバシーの権利」。さらには、政治が必ずしも本来の目的に添って行われていないことが明らかになる中で、主権者としての国民が政治を監視できるように生まれた権利として、国や地方公共団体の持つ情報を公開させる権利である「知る権利」も生まれた。新しい権利は他にもいくつもあるが、本時はこれらの権利の内容をつかんで、それぞれが生まれた目的や背景を考えることで、権利というものが守るだけではなく、広げていくものであることを学ばせたい。
３．指導過程
	学習過程
	生徒の活動
	教師の指導・支援

	復習：権利を守る権利
新しい権利とは？
その背景は？




まとめ
	ノートの問いに答えていく中で権利を守る点の権利の内容と、その目的を確認する。
教科書を読み、「環境権」「プライバシーの権利」「知る権利」の内容をつかむ。

ノートに自分の考えを書く
各自の意見を発表する

　

ノートに自分の考えを書く。

各自の意見を発表する。

ノートに自分の考えを書く

各自の意見を発表する

ノートのまとめの問題でまとめる
	ノートの復習問題を提示する
教科書ｐ62・63を提示　
※公害・環境破壊の進展で生存権が犯されることに留意

※個人情報が売られていることに留意

※主権者が政治を監視するという意味であることに留意


４本時の評価
	関心・意欲・態度
	

	思考・判断
	


	資料活用
	





　なぜこのような違いが出てきたのだろうか


？





環境権が生まれた理由・目的は何だろう？





君はアメリカと中国・インドのどちらに賛成？





戦争は何のために行なわれたのだろう？








日本は世界との貿易でどんな問題を抱えてきただろう？








なぜ市場経済では景気の変動が起こるのだろう？








新しい需要・市場はどこにあるだろうか？








国連に多くの機関があるのは何のためだろう？





国際連盟や国際連合は何のために作られたのだろう？











どのようにしたら景気の変動をなくす（減らす）ことができるだろう？








利潤を増やすにはどうしたらよいのか。





　国際連盟と国際連合の平和維持のしくみの違いはどこか？





利潤はどうやってきまるのだろう。





知る権利が生まれた理由・目的は何だろう？





プライバシーの権利が生まれた理由・目的は何だろう？





日本の経済にとって貿易はどんな役割をはたしているだろう？











市場を占有している企業が利潤をもっと増やすには何をしたらよいだろう？





世界的な不景気の原因はなんだろう？





景気の変動を減らすには、政府は何ができるだろう？











